様式第１（第５条関係）
　　年　　月 　　日
　公益財団法人やまぐち産業振興財団理事長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申　請　者
　　　　　　　　　　　　　         　   住　　　所
                          　　　　　　　名　　　称
                                      　代表者氏名　　　　　　　　　　　　印
令和　　年度戦略的海外ビジネス推進助成金【　　　　　　　枠】交付申請書
上記助成金の交付について、戦略的海外ビジネス推進助成金交付要綱（以下「交付要綱」という。）第５条の規定により、下記のとおり申請します。
記
１　助成事業に要する経費及び助成金交付申請額
　　　　助成事業に要する経費　　　　　　　　　　　　　円　　　
　　　　助成対象経費　　　　　　　　　　　　　　　　　円　　　
　　　　助成金交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　円　　　
２　助成事業の内容及び助成事業に要する経費の配分
　　（別紙　助成事業計画書のとおり）
３　助成事業完了予定日　　　　　　年　　月　　日
（別紙１－１）
申請事業者概要
	会社名
	
	代表者
	

	主な事業
内容
	

	資本金
	　　　　　　　円
	業種
	
	従業員数
	人

	売上高
	（直近）　　　　　　　　   円
（うち海外売上高　　　　　円）
	（２年前）　　　　　　　　円
（うち海外売上高　　　　　円）

	営業利益
	（直近）　　　　　　　　  円
	（２年前）　　　　　　　　      円

	連絡担当者
	
	TEL
	
	E-mail
	


（別紙１－２）　戦略的海外ビジネス推進助成金(チャレンジ枠)

応募要件の確認書
記入日：令和　　年　　月　　日

申請者　　　　　　　　　　　　　　　　

住　所　　　　　　　　　　　　　　　　

記入者（所属・役職・氏名）： 　　　　　　　　　　　　　　　

■　事業所等に関する確認項目

　　山口県内に主たる事務所を有しない企業にあっては、以下に該当するものがあれば記入してください。

・　山口県内にある事務所、工場等

名　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

■　中小企業者に係る確認項目
・　主たる事業として営んでいる業種（以下中小企業者の範囲参照）　　　　　　　　

　　※ 農業、林業、漁業は対象外です。

・　資本金の額又は出資の総額　　　　　　　　円
・　常時使用する従業員数　　　　　　　　　 人

（参考）中小企業者の範囲（中小企業基本法）

	主たる事業として営んでいる業種
	資本金の額

又は出資の総額
	常時使用する

従業員の数

	製造業、建設業、運輸業及びその他の業種
	３億円以下
	300人以下

	卸売業
	１億円以下
	100人以下

	サービス業
	5,000万円以下
	100人以下

	小売業
	5,000万円以下
	50人以下


※１「資本金の額又は出資の総額」と「常時使用する従業員の数」は、いずれかを満たせば

要件に該当します。

　　※２　次に掲げるみなし大企業については除くものとします。

　　　(1) 発行済株式の総額又は出資金額の２分の１以上が同一の大企業の所有に属している法人

      (2) 発行済株式の総額又は出資金額の３分の２以上が複数の大企業の所有に属している法人

    (3) 大企業の役員又は職員を兼ねているものが役員総数の２分の１以上を占めている法人
（別紙２－１）
　　　　　　　　助成事業計画書　【チャレンジ枠】
１　事業内容
　○実施計画名
　〇事業目的　　　例：　事業を実施する意義・目標等
　
〇対象国・地域

　
○具体的事業内容
　　(1) 事業内容
※実施事業ごとに実施方法や進捗計画等を具体的に記載すること
※必要に応じて写真や図、表等を用いること

　　　ア　当社の事業背景及び助成事業実施に至った経緯
1 当社の事業背景　※５行(１８０字)程度で記載
　　　　　例：　自社の沿革、強み、事業展開の状況、事業展開方針など
2 助成事業実施に至った経緯　※５行(１８０字)程度で記載

例：　・海外販路開拓に関連し、これまで実施してきたこと
・海外販路開拓に係る製品の優位性、メリット(例：市場、展示会での評価)
・自社における海外販路開拓の位置づけ
　　　　　　　　　　　例：〇〇な理由で、海外販路開拓は自社にとって重要なテーマとなる。
イ　具体的な事業計画内容
※販路開拓する製品等を記載すること
※訪問地域、展示会名、有望顧客名を記載すること
      ウ　事業実施体制
         (社内)
　　　（外部連携）
　 エ　事業実施スケジュール　　
	月
項目
	6
月
	7
月
	8
月
	9
月
	10
月
	11
月
	12
月
	1月
	2
月

	例： 市場調査
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　
　(2) 必要性　※１０行(３５０字)程度記載
　　　※波及効果等を記載すること
※今年度を含む３年後までの事業拡大計画を具体的に記載すること
　　　　　　例：　上記「ア②」を踏まえ、さらに詳しく、特定テーマの必要性（自社の経営計画上、
業界動向、社会情勢等からの必要性、国地域の選定理由）等
次の表を完成してください（今年度を含む３年後まで）※単位を記載してください(       )
	項目
	年度
	年度
	年度

	全売上高(Ａ)
	
	
	

	海外売上高(Ｂ)
	
	
	

	(Ｂ/Ａ)(％)
	
	
	


　　(3) 補助金、助成金の交付を受けた実績
     　 ※過去５年間の国・地方公共団体・その他機関を含めた交付実績を記載すること
※補助事業者、テーマ名(または事業内容)を記載すること
　　(4) 事業の実施日程（開始予定日及び完了予定日）
　　　　 交付決定の日　　  ～　　　年　　　月　　　日
　　(5) その他特記事項
２　経費区分　　　
  戦略的海外ビジネス推進助成金　【チャレンジ枠】
　　※根拠となる資料(見積り、過去の同事例の請求・領収書など)を添付してください
　　※助成事業に要する経費の算出根拠を添付してください　(様式任意)
（単位：円）
	経費区分
	助成事業に
要する経費
①
	対象外経費
(消費税等)
②
	助成対象
経　　費
①－②
	助成金申請額
(①-②)×1/2
(千円未満の額は切り捨て)
	備　考

	例:展示会等出展経費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


３　助成金該当要件に係る申告事項（□に✓入れて確認すること）
	助成金の交付対象者である。
※中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条に規定する中小企業者で、県内に主たる事務所を有し、みなし大企業に該当しない。
	□

	県税の滞納に該当しない。
	□

	風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律に規定する接待飲食等営業、性風俗関連特殊営業及び接客業務受託営業を行っている事業主に該当しない。
	□

	暴力団関係事業主に該当しない。
	□


　※上から順に交付要綱別表１（１）～（４）の各項目に対応
